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第１章 特定健康診査の実施率の向上へ！ 

被扶養者の健診受診率の向上を目指した施策 

（富士通健康保険組合） 

 

○取り組みの背景および目的 

 平成 19年当時、富士通健康保険組合における被保険者の健診受診率は、ほぼ 100％なのに対して、

被扶養者向け健診の受診率は 10％程度であった。その背景として、 

①年度始めに対象者へ当年度の案内の送付や機関誌に制度の内容を掲載していたが認知度が低い

こと 

②健保組合の契約健診機関（約 300機関）と償還制度で健診受診機会を提供していたが不十分であ

ったこと 

③健保組合での保健事業推進者が３名しかおらず契約機関の拡大や新規事業の企画実施が困難な

状況であったこと 

などが考えられた。 

毎年１回、健康診断を受診してもらう目的は、被保険者（従業員）や家族に疾病の早期発見・早

期治療を促すことのほか、「健康意識」を持ってもらうことが重要と考え「健康意識」が将来にわた

る生活の充実（QOL）に欠かせないという認識から、配偶者健診の受診率を 60％にすることを目標に

抜本的な取り組みを開始した。 

 

○取り組みの内容 

（１）被扶養者健診の受診率向上施策 

１．居住地分析による施策立案 

被扶養者（受診対象者）の登録住所データの分布により契約健診機関の拡充や巡回健診の実施

場所等を検討していた。平成 22年度からは地図ツールを活用し、交通機関や公共施設情報を考慮

した、より実効性がある健診施策を立案（図１）。 

 

 

 

 

 

 

 

図１．居住地分析 

 

 

CITY 合計 専用 共同 契約施設 その他 未受診
神奈川県川崎市川崎区 123 30 0 12 0 81
神奈川県川崎市幸区 268 97 8 18 6 139
神奈川県川崎市中原区 966 388 20 80 4 474
神奈川県川崎市高津区 645 178 18 77 8 365
神奈川県川崎市多摩区 595 152 19 97 6 321
神奈川県川崎市宮前区 560 123 24 79 5 330
神奈川県川崎市麻生区 533 122 17 88 6 300
神奈川県相模原市緑区 121 36 2 16 1 66
神奈川県相模原市中央区 258 64 4 40 0 150
神奈川県相模原市南区 415 55 11 63 5 281
神奈川県横須賀市 155 1 16 21 0 117
神奈川県平塚市 81 0 2 10 1 68
神奈川県鎌倉市 132 18 4 16 0 94
神奈川県藤沢市 237 51 2 39 1 144
神奈川県小田原市 41 0 5 2 0 34
神奈川県茅ヶ崎市 165 18 1 49 3 94
神奈川県逗子市 41 1 1 7 0 32
神奈川県三浦市 8 0 0 0 0 8
神奈川県秦野市 71 1 6 16 1 47
神奈川県厚木市 203 0 4 27 1 171
神奈川県大和市 268 24 25 42 3 174
神奈川県伊勢原市 89 1 3 22 0 63
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２．健診受診機会の拡大   

・居住地分析により、必要な地域に契約健診機関を拡大 

   平成 18年度：約 300機関 → 平成 24年度：630機関 

・巡回健診の開催（表１） 

   平成 20年度：当健保組合加入者のみを対象とした「専用巡回健診」を開始 

平成 22年度：他の健保組合の加入者と共同で利用する「共同巡回健診」を開始 

 

表１．巡回健診の実施回数 

 

３．健診制度／有効性の認知度向上 

・健康情報サイト（ヘルスアップ F@mily）の利用 ※平成 20年度から運用開始 

データベース化した健康診断情報をもとに、日々の健康増進活動をサポートするサイトの提

供（図２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．健康情報サイト（ヘルスアップ F@mily）に表示される情報の例 

 

・広報活動の強化① （健診案内リニューアル） ※平成 24年度より 

平成 24年度より健診案内をリニューアル、健診制度や有効性をイラスト等でわかり易く説

明し、健診案内に「健診受診に関するアンケート」および「巡回健診の事前予約」の葉書を同

封のうえ、被扶養者の登録住所宛へ送付（図３，図４）。（被扶養者住所不明時は被保険者住所

宛へ連名にて送付。） 

 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 

専用巡回 6 36 57 88 150 150以上 

共同巡回 － － 663 755 846 900以上 
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図３．配偶者健診案内          図４．アンケート／予約葉書 

 

・広報活動の強化② （トップメッセージの発信） ※平成 24年度に実施 

   健保組合理事長（事業主副社長）が全被保険者に対し、健康増進の取り組みのひとつとして、

「健診受診の重要性」「健診受診の効果」そして社員の皆さんと同じようにご家族の健康管理

がとても大切であることを説明し、被保険者からもご家族に健康診断を受けるよう丁寧に繰り

返し働きかけてほしい等のメッセージを Webやメールにより会社を通じて被保険者へ発信（図

５）。 
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図５．保険給付費および健診受診率の推移 

 

４．徹底した受診勧奨の推進 

・健診未受診者に対する受診勧奨を徹底して推進 ※平成 23年度より 

―地域別に巡回健診の開催日と契約健診機関を記載した葉書を受診者に送付 

―葉書の到着に合わせてコンタクトセンターより対象者の自宅へ電話による勧奨を実施 

―期首に確認した受診予定状況に応じた個別の受診勧奨（ダイレクトメール送付と電話での

直接的な呼びかけを行う） 

 

５．被扶養者健診（配偶者健診）の健診制度の改定 

・自己負担金制度の廃止 ※平成 24年度より 

・対象年齢の拡大 ※平成 24年度より 

（40歳未満 定期健診＋婦人科検診 ／ 40歳以上 生活習慣病健診＋婦人科検診） 

 

（２）健診事業推進体制の拡充 

 富士通グループ会社である㈱ベストライフ・プロモーション（BLP）へ健診関連事業をアウトソ

ーシングし、円滑な推進を展開。 

【アウトソーシング】 

① 健康診断業務の企画／運営 

企画立案、契約施設手配管理、コンタクトセンターによるサポート（お問い合わせ、イン

ターネット／電話予約） 

※巡回健診は BLPが窓口となり予約をとりまとめ、健診実施は BLP経由で全国健康増進協議会（全健協）に委

託している。 
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② 健康診断付帯業務の実施 

健診案内の作成／送付、健診結果のデータベース登録、補助金請求処理業務 等 

③ 受診勧奨の実施 

葉書・ダイレクトメールの作成／送付、コンタクトセンターからの勧奨電話 等 

④ 健康情報サイトの構築／運営、各種データ分析 

健診データの履歴参照、健康情報登録、健診データ・レセプトデータの集計および分析 

 

○効果 

平成 18年に 10％程度であった配偶者健診の受診率が、平成 24年には 55.7％まで向上した。また、

医療費については、被扶養者健診を受けている人の方が受けていない人に比べて、１人当たりの医

療費が年間 5.5万円低いことがわかった。（健診受診有り：15.5万円 健診受診なし：21万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６．健診受診率および健診受診有無と医療費の関連性 

 

○費用および財源 

当初は取り組みに必要な費用について、財政的に比較的余裕があったが、保健事業の見直しを行

い、利用の少ない運動施設を閉鎖し、費用を捻出した。また、長期的にみて健診受診による疾病の

早期発見・早期治療および健康意識の向上へ繋がり、ひいては医療費を下げる効果があるため、こ

の事業費用は健康への投資と考え、推進している。 

 

＜１人当たり医療費＞ 

※対象者：被扶養者女性 40歳以上 

     （平成 23年 10月末時点） 

※平成 23年度医療費 

(医科+歯科+調剤 決定給付額） 

 

＜施策実施による配偶者健診の受診率推移＞ 
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○事業評価 

今後の取り組みについて 

（１）平成 25年度の受診率目標の達成  

引き続き「健診受診機会の拡大」「受診勧奨」を推進し、さらには、「事業所からの働きかけ」

を行い、目標受診率の達成を目指す。 

（２）健診運用コストの削減         

健診機関との健診価格交渉を継続、健診受診の意識向上に合わせ受診勧奨の効率化を推進し、

コスト削減を目指す。 

（３）データ活用による予防施策の立案   

健診データ、レセプトデータの複合分析による健診の評価・疾病予防施策（発症予防・重症

化予防）の立案、実践。 

 

数年にわたって様々な取り組みを行ってきた結果、何とか目標値に近づいてきたが、健診受診（＝

健康意識）が定着したという実感はまだつかめていない。受診勧奨の取り組みを少しでも怠ると、

再び受診率が下がってしまう危機感がある。これからも担当者が知恵を絞りながら、「健康意識」が

定着するまで施策を継続推進することが必要であると考える。 

 

○健保組合情報 

・被保険者数（平成 25年 5月末現在）：127,589名（男性 82％、女性 18％）（平均年齢 44歳） 

・加入者数（平成 25年 5月末現在）：267,629名 

・事業所数（平成 25年 5月末現在）：148 

・保険料率（平成 25年 3月末現在）：86‰ 

・経常支出合計(平成 24年度決算）：約 719億円（うち保健事業費：7％ 約 48億円） 

・業態：機械器具製造業 


